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　近年女性の社会進出が進み、保育のニーズが
高まっているが、保育施設の利用を希望してい
るにもかかわらず利用できない未就学児が多
くいることが明らかとなり、社会問題となっ
た。いわゆる「待機児童問題」である。最近
の調査では待機児童数の減少が報告されてい�
る1）。保育の受け皿の拡充やコロナ禍での保育
施設の利用控えが原因とされる一方で、様々な
理由により待機児童数に算入されていない「隠
れ待機児童（または潜在的待機児童）」が多く
いる可能性も指摘されている2）。また、この問
題が依然として解消されていない地域もある。
　上述のように「待機児童問題」の解決に向
けて、保育施設の新規開設や増改築、利用定員・
受入児童数の拡大等、保育の受け皿を拡充する
政策が取られてきたが、保育施設の新規開設に
ついては、建設予定地域の住民による反対運
動で中止に追い込まれる事例が報告されてい�
る3）。この反対の理由は様々であるが、一つに
は、子どもの声をはじめとする保育施設の音
への住民の懸念がある。保育施設の音の問題
は既存の施設でも生じており、幼稚園からの
音で精神的苦痛を被ったとして、損害賠償を
求める紛争も起きている4）。さらなる保育の受
け皿の拡充や子どもがのびのびと活動できる
環境を確保するためにも、保育施設周辺の音
環境の実態や住民意識を把握することが急務

と筆者らは考え、以下の一連の研究を行ってき
た。
　まず、福岡市と佐賀市の保育施設を対象に、
保育施設で生じる音の年間を通じた測定と、保
育施設の近隣住民が保育施設から発生する音を
どのように捉えているかを把握するためのアン
ケート調査を行った5）。結果として、運動会の
練習が行われた日は、園庭で音を生じる音源の
数が他の測定日よりも多かった。また、生じた
音のA特性時間平均音圧レベル（LAeq）が高い
場合が多く、特に音楽再生音やマイクを通した
声の時間割合が増加するといった状況が見られ
た。住民が聞いた音の中で好感が持てるとされ
たのは、「幼児の声」「運動会の音」などであった。
不快に感じる音については、「特になし」とい
う回答が最も多かったが、具体的に挙げられた
音源として、「幼児の声」の他に、子どもの活
動に由来しない「送迎の車」や「保育士の声」
などが見られた。実測調査と意識調査の対応か
ら、保育施設の音に対する好感や不快感は、そ
の発生時間の長さやLAeqの大きさに必ずしもよ
らないことが分かった（図1）。住民の反応には、
場にふさわしい音か否かといった、音の意味も
関係しているようである。また、保育施設で行
われる行事への参加経験や参加の意思がある人
ほど、保育施設の新設により肯定的であること
が示された。
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　以上のような保育施設の音に対する住民の反
応は、保育施設が立地する場所や周辺の音環境
により異なる可能性がある。また、個人の特性
によって保育施設の音の捉え方は異なるであろ
う。こういった点を検討するため、保育施設や
道路等の施設を含む地域とそうでない地域で、
住民の音環境や保育施設に対する意識を尋ねる
社会調査を行った6）。具体的には、保育施設や
道路等の施設の有無など、特徴が異なる４地域
（保育施設と幹線道路等の施設を含む地域、保
育施設のみを含む地域、幹線道路等の施設のみ
を含む地域、いずれの施設も含まない地域）を
選定し、音環境の実測調査、及び音環境の満足
度や保育施設新設への賛否などを尋ねるアンケ
ート調査を行った。
　実測調査から、地域ごとに音環境の物理的状
態が異なり、幹線道路や鉄道を含む地域では

LAeqが高いこと、また、意識調査の結果と合わ
せた分析から、LAeqが高い地域ほど音環境への
満足度が低くなることが確認された。一方、対
象地域間で保育施設新設に対する賛否の回答傾
向に差は見られず、否定的な意見を持つ人の割
合は非常に少なかった。これらの結果から、居
住環境と保育施設新設に対する意識には関連が
ないと推察された。また、回答者の居住年数や
家族構成、年齢といった個人属性と保育施設新
設に対する賛否にも関連が見られなかったが、
騒音感受性7）が高い群と低い群で保育施設新設
の賛否の意見を比較したところ、騒音感受性が
高い群の方が新設に対してより否定的であるこ
とが分かった（図2）。また、保育施設の公開
行事への参加意思がある回答者は施設の新設に
より肯定的であることが改めて示された。
　さらに、保育施設新設への意見と回答者の社
会経済的な背景の関係を検討するため、地価公
示額を指標に福岡市内の２地域を選定し、同様
の調査を行った8）。結果として、他の地域と同
様に、保育施設新設に否定的な回答は1割未満
と少なかった。前述の４地域の調査データと併
せてLAeqと音環境の満足度の関係を分析したと
ころ、前述と同様にLAeqが高い地域ほど音環境
への満足度が低くなる傾向が確認された（図

図1 �各音源の時間割合（上図）及びA特性時
間平均音圧レベル（下図）とその音源を
不快に感じると判断した回答者数5）

図2 �騒音感受性と保育施設新設の賛否の関�
係6）
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3）。保育施設新設への賛否と公開行事への参
加意思や騒音感受性との関係は、先行研究6）と
同様であった。先行研究6）のデータを合わせ、
保育施設の音が聞こえるか否かによって音環境
の満足度が異なるか分析を行なったところ、関
連がないことが示された（図4）。
　一方、保育施設の運営者は日頃どのような意
識で活動を行っているのであろうか。先行研�
究6）の調査対象地域にある保育施設の運営者に
ヒアリングを行ったところ、運動会などの行事
やその練習を行うにあたり、事前に地域住民に
告知するなど、細心の注意を払いながら活動を
行っているとのことであった。保育施設側は周
辺の住民に気を配りながら日頃の活動を行って
いるが、このような保育施設運営者の意識は教
育活動に何らかの影響を及ぼすのではないだろ
うか。また、近隣住民からの苦情が保育施設運
営者の意識と日頃の活動に影響を及ぼしている
可能性もある。このような保育施設運営者の意
識や苦情の実態を把握するために、現在調査を
進めている。
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図3 �各調査対象地域のL Aeqと音環境の
満足度の関係8）

図4 �保育施設がある地域における保育施設の音の聴
取状況と音環境の満足度の関係8）


